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規 則 

 

身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 五 年 十 一 月 六 日  

                        三  重  県  知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 五 十 七 号  

身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 （ 平 成 五 年 三 重 県 規 則 第 二 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 二 号 様 式 及 び 第 三 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第３号様式（第４条関係） 

身体障害者居住地等変更届                

年  月  日   

 
フ  リ  ガ  ナ

申請者氏名                   個人番号           

  ※手帳所持者が児童（15歳未満）の場合は、申請者の個人番号の記載は必要ありません。 

 
フ  リ  ガ  ナ

児童の氏名           （続柄  ）  個人番号           

 生年月日     年   月   日生 

 電話番号     ―    ―     

 【変更内容】             （変更日    年   月   日） 

 変 更 前 変 更 後 

居住地変更 
（県外転入） 

 

郵便番号（   ―    ） 
 
 

  

居住地変更 
（県内移動） 

 

郵便番号（   ―    ） 
 
 
 

フ  リ  ガ  ナ

氏名の変更   

その他の変更   

 

現
在
お
持
ち
の
手
帳
内
容 

手 帳 番 号 等 障    害    名 等 級 

【手帳番号】 

第      号 

 

【交付日】 

年 

月   日 

 

【等級】 

級   種 

による 
 

 

による 
 

 

による 
 

 

による 
 

 

 

第       号   
年  月  日   

   三重県知事 宛て 
 

福祉事務所長・町長   
 
  上記のとおり受理し、身体障害者手帳に記載したので進達します。 
 

市 

町 

欄 

個人番号チェック欄 

□番号確認（番号が正しいか） 

□本人確認（番号の正しい持ち主か） 
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第 五 号 様 式 及 び 第 六 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第５号様式（第５条関係） 
身 体 障 害 者 手 帳 返 還 届                

年  月  日  

 届出者  住  所                           

      氏  名                           

 下記の理由により、身体障害者手帳を返還します。 

 

返 還 理 由 

 

 死亡のため（    年    月    日 死亡 ） 

 障害程度の軽減（治癒）のため 

 その他（理由                          ） 

 ※該当理由に○印を付けてください。 

 

返 還 す る 手 帳 の 内 容 

 

氏 名  

個人番号  

住 所  

手帳番号   第               号 

交付年月日 

（新規手帳取得日） 
年    月    日      

 

第       号   

年  月  日   

   三重県知事 宛て 

      上記のとおり身体障害者手帳が返還されたので進達します。 

福祉事務所長又は町長   

 

市 

町 

欄 

個人番号チェック欄 

□番号確認（番号が正しいか） 

□本人確認（番号の正しい持ち主か） 
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第６号様式（第６条関係） 

身体障害者手帳
交 付

記載事項変更
通知書 

 下記の通り身体障害者手帳
が交付

の記載事項が変更
されたので身体障害者福祉法施行令

第８条第２項の規定により通知します。 

      年  月  日 

福祉事務所長又は町長  

 保健所長 宛て 

記 

児 童 氏 名      
現

旧
              年  月  日生  性別  

男

女
 

居 住 地 
現

旧
 

保護者氏名 
現

旧
              年  月  日生  続柄 

居 住 地 
現

旧
 

身体障害者手帳交付年月日      年  月  日 
（変更届受理月日） 

身体障害者手帳番号       県第     号 

障害名及び等級                     等級 
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附  則  
（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に 改 正 前 の 身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 （ 次 項 に お い て 「 旧 規 則 」 と い う 。 ） の 規 定 に

基 づ い て 提 出 さ れ て い る 申 請 書 等 は 、 改 正 後 の 身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 申 請 書

等 と み な す 。  

３  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に 旧 規 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て

使 用 す る こ と が で き る 。  

 

 

告 示 

 

三重県告示第 696 号  

森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 29 条の規定により、農林水産大臣から次のとおり保安林の指定をする予

定である旨通知がありましたので、同法第 30 条の規定により告示します。 

令和 5 年 11 月 6 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  保安林予定森林の所在場所 

熊野市新鹿町字念仏倉 2145、2146、字ゴラウチ 2149、2153、字大山 2154 

2  保安林指定の目的 

土砂の流出の防備 

3  指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。 

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

次のとおりとする。 

（「次のとおり」は省略し、その関係書類を三重県農林水産部治山林道課及び熊野市役所に備え置いて縦覧に

供します。） 

 

三重県告示第 697 号 

次の者に係る森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 33 条の 3 において準用する同法第 30 条の規定による保安

林の指定施業要件を変更する予定である旨に係る通知は、所在不分明のため通知することができないので、同法

第 189 条の規定により、その通知の内容を紀北町役場の掲示場に掲示するとともにその要旨を告示します。 

令和 5 年 11 月 6 日 

三 重 県 知 事   一  見  勝  之   

第 1   

1 通知することができない者の氏名 

   奥村 達男 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

北牟婁郡紀北町引本浦字網代 658 の 9 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 
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   ア 立木の伐採の方法 

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

イ  立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

     次のとおりとする。 

第 2  

1 通知することができない者の氏名 

   植村 俊𠮷 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

北牟婁郡紀北町引本浦字網代 658 の 10 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

  (3)  変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

(ｳ)  間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

     次のとおりとする。 

第 3  

1  通知することができない者の氏名 

    浜田 正次 

2 通知の要旨 

(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

北牟婁郡紀北町引本浦字網代 658 の 11 

(2) 保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3) 変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

     次のとおりとする。 

第 4  

1 通知することができない者の氏名 

   伊藤 富平 

2 通知の要旨 

(1)  指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 

北牟婁郡紀北町引本浦字網代 658 の 17 

(2)  保安林として指定された目的 

土砂の流出の防備 

(3)  変更後の指定施業要件 

   ア 立木の伐採の方法 

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。 
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(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画

で定める標準伐期齢以上のものとする。 

(ｳ)  間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

      イ  立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種 

     次のとおりとする。 

（「次のとおり」は省略し、その関係書類を三重県農林水産部治山林道課及び紀北町役場に備え置いて縦覧に

供します。） 

 

 

選 管 告 示 

 

三重県選挙管理委員会告示第 63 号 

 政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）第 6 条第 1 項の規定による政治団体の設立の届出及び第 7 条第 1

項の規定による政治団体の届出事項の異動に係る届出がありましたので、同法第 7 条の 2 第 1 項の規定に基づき

公表します。 

  令和 5 年 11 月 6 日 

三重県選挙管理委員会委員長  中  西  正  洋   

1  政治団体の設立 

(1)  政党の支部 

    国会議員関係政治団体以外の政治団体 

政治団体の名称  代表者の氏名  会計責任者の氏

名 

 主たる事務

所の所在地 

 1 以上

の市区

町村の

区域等

を単位

として

設けら

れた支

部 

 届出年月日  備考 

自由民主党三重県桑

名市第四支部 

 倉 本 崇 弘  三 林 幸 樹  桑名市陽だ

まりの丘 6-

646 

 

○ 

 令和 5 年 

9 月 25 日 

  

(2)  その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体） 

政治団体の名称  代表者の氏名  会計責任者の氏

名 

 主たる事務所の所在地  届出年月日  備考 

はだ和美後援会  岡 本   茂  西 脇 生 起  員弁郡東員町長深 2772-1  令和 5 年 

8 月 31 日 

  

2  届出事項の異動 

政治団体の名称  代表者の氏名  異動事

項 

    新     旧 

 

 異動年月日  備考 

名賀医師連盟  森 岡 浩 平  代表者  森 岡 浩 平  東   明 彦  令和 4 年  

6 月 24 日 

  

    会計責

任者 

 黒 田 幹 人  稲 持 英 樹     

三重県珠算普及政

治連盟 

 黒 田 聡 政  代表者  黒 田 聡 政  小 林 弘 久  令和 5 年 

7 月 1 日 

  

 

三重県選挙管理委員会告示第 64 号 

 政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）第 17 条第 1 項の規定による政治団体の解散の届出がありましたの
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で、同条第 3 項の規定に基づき公表します。 

  令和 5 年 11 月 6 日 

三重県選挙管理委員会委員長  中  西  正  洋   

政治団体の名称  代表者の氏名  解散年月日    備考 

貝増よしろう後援会 貝増会  中 山 美 雪  令和 5 年 7 月 30 日   

三重政経研究会（活力ある県政

をつくる会） 

 貝 増 吉 郎  令和 5 年 7 月 30 日   

山本章後援会  山 本   章  令和 4 年 12 月 31 日   

 

三重県選挙管理委員会告示第 65 号 

 政治資金規正法（昭和 23 年法律第 194 号）第 19 条第 3 項第 1 号の規定による資金管理団体の指定の取消しの

届出がありましたので、同法第 19 条の 2 第 1 項の規定に基づき公表します。 

  令和 5 年 11 月 6 日 

三重県選挙管理委員会委員長  中  西  正  洋   

 資金管理団体の指定の取消し 

資金管理団体の届出

をした者の氏名 

   資金管理団体の名称    取消年月日 

 

貝 増 吉 郎 

 

山 本   章 

 三重政経研究会（活力

ある県政をつくる会） 

山本章後援会 

 令和 5 年 7 月 30 日 

 

令和 4 年 12 月 31 日 

 

 

公 告 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定により、次の公共測量

を実施する旨、国土交通省中部地方整備局三重河川国道事務所長から通知がありました。 

    令和 5 年 11 月 6 日 

  三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（基準点測量） 

2   作業期間 

    令和 5 年 10 月 6 日から令和 6 年 2 月 28 日まで 

3   作業地域 

津市納所町、同市北河路町、同市南河路町、同市野田、同市緑が丘一丁目、同市緑が丘二丁目及び同市神

戸 
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